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会社の新株予約権等に関する事項
（1）当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等
第６回新株予約権（2017年８月14日開催の取締役会決議）
① 新株予約権の払込金額 １個につき100円
② 新株予約権の行使価額 １個につき56,200円
③ 新株予約権の行使条件 （注）
④ 新株予約権の行使期間 2019年７月１日から2027年８月31日まで
⑤ 当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の
種類及び数 保有者数

取締役
（社外取締役を除く） 1,200個 普通株式 120,000株 １名

（注）新株予約権の行使の条件に関する事項は、次のとおりであります。
１．本第６回新株予約権の割当を受けた者（以下、「本第６回新株予約権者」という。）は、2018年６月期から2022年６月期まで
のいずれか連続する２事業年度の経常利益の合計額が５億円を超過した場合に、本第６回新株予約権を行使することができ
る。なお、上記の経常利益の判定においては、当社の提出した有価証券報告書における連結損益計算書の数値を参照するもの
とし、国際財務報告基準の適用等により参照すべき指標の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役
会にて定めるものとする。

２．上記１．にかかわらず、割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に金融商品取引所における当社普通株式の
普通取引終値が一度でも行使価額に50％を乗じた価格を下回った場合、本第６回新株予約権者は残存するすべての本第６回新
株予約権を行使期間の満期日までに行使しなければならないものとする。但し、次に掲げる場合に該当するときはこの限りで
はない。
(a)当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した場合
(b)当社が法令や金融商品取引所の規則に従って開示すべき重要な事実を適正に開示していなかったことが判明した場合
(c)当社の上場廃止、倒産、その他本第６回新株予約権発行日において前提とされていた事情に大きな変更が生じた場合
(d)その他、当社が本第６回新株予約権者の信頼を著しく害すると客観的に認められる行為をなした場合

３．本第６回新株予約権者が死亡した場合、本第６回新株予約権全部を法定相続人の内１名（以下、「権利承継者」という。）が相
続する場合に限り、権利承継者が本第６回新株予約権を行使することができる。なお、権利承継者が死亡した場合、権利承継
者の相続人は本第６回新株予約権を相続できない。

４．本第６回新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過することとなるとき
は、当該本第６回新株予約権の行使を行うことはできない。

５．各本第６回新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等
該当記載事項はございません。

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
該当記載事項はございません。
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会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
支払額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 33,000千円

当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 33,000千円
（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を

区分しておりませんので、上記金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めております。

（3）会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由
監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏ま

え、会計監査人の監査計画の方針、内容、見積もりの算出根拠及び職務遂行状況並びに、前
年度の監査時間、報酬額等を確認し、当該内容について社内関係部署から報告を受ける等妥
当性を検証した結果、監査予定時間及び報酬は妥当なものであると判断したため、会計監査
人の報酬額について同意いたしました。

（4）非監査業務の内容
該当事項はありません。

（5）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場

合には、会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決議し、当該議案を株主総会
の会議の目的とすることといたします。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場合に

は、監査役会は監査役の全員の同意により会計監査人を解任いたします。この場合、監査役
会が選定した監査役は解任した旨及びその理由を解任後最初に招集される株主総会に報告し
ます。
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会社の体制および方針
（1）業務の適正を確保するための体制

当社は、取締役会において、「内部統制システムの基本方針」を定め、当該方針に基づき、
内部統制システムの整備・運用状況を絶えず評価し、必要な改善措置を講じるほか、当該方
針についても、経営環境の変化等に対応して不断の見直しを行い、一層実効性のある内部統
制システムの整備・運用に努めることとしております。
① 取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・コンプライアンス体制の基礎として、取締役及び従業員が遵守すべき規範である行動指針
「ME 10 Core Values」を周知徹底し、高い倫理観に基づいて行動する企業風土を醸成
し、堅持する。
・コンプライアンス体制の構築・維持は管理部門を統括する役員をコンプライアンス担当と
して任命し、当社グループの最優先経営課題の一つとして積極的に取り組む。
・事業部門による自律的管理、管理部門による牽制、内部監査部門による検証という3つの
ディフェンスラインを構築・運用し、当社グループ全体のコンプライアンス及びリスク管
理体制の強化を図る。
・取締役会規程をはじめとする社内規程、業務処理基準を制定、必要に応じて機動的に改定
し、業務の標準化及び経営秩序の維持を図る。
・法令、定款、その他諸規程に違反する事実の未然防止、早期発見及び是正を目的に、内部
通報制度の周知徹底と利用の促進を図る。
・役職員の職務執行の適正性を確保するため、社長直轄の内部監査人を任命し、「内部監査
規程」に基づく内部監査を実施する。また、内部監査人は必要に応じて監査役及び会計監
査人と情報交換を行い、効率的な内部監査を実施する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・株主総会、取締役会、その他重要な意思決定に係る情報は、管理担当部門が法令及び文書
管理規程に基づき、所定の年数を保管・管理する。
・管理担当部門は、取締役及び監査役の閲覧請求に対して速やかに対応する。
③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・当社の業務執行に係るリスクに関して、各部門におけるそれぞれ予見されるリスクの分析
と識別を行い、リスク管理担当者が全社のリスクを網羅的・総括的に管理する。
・リスクコンプライアンス委員会の運営及び、内部監査室によるリスク管理体制運用状況の
モニタリングにより、定常的なリスク管理を行い、是正・改善の必要があるときには、当
該機関が随時見直しを提案する。
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・ＢＣＰ（事業継続計画）を定め、必要に応じて改定することにより、当社の経営に重大な
影響を与える危機が発生した場合には、危機対策本部を速やかに設置し、損失を最小限に
抑えると共に早期の復旧に努める。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・定例取締役会を毎月１回開催する他、機動的な意思決定を行うため、必要に応じて臨時の
取締役会を開催するものとし、適時適切な職務執行が行える体制を確保する。
・職務執行に関する権限及び責任は、組織規程、職務分掌規程、職務権限規程等において明
文化し、適宜適切に見直しを行う。
・業務管理については、事業計画を定め、会社として達成すべき定性的・定量的な目標を明
確化し、更に各部門の業績への責任を明確化すると共に、業務効率の向上を図る。
・意思決定に第三者の視点を加え、経営の透明性、客観性を確保するため、社外取締役を招
聘する。

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する体制の各内容
・当社の取締役及び監査役、管理本部は、「関係会社管理規程」に基づき、子会社の取締役
の職務執行を監視・監督する。
・当社の取締役及び監査役が主要な子会社の取締役及び監査役を兼務し、子会社の取締役会
もしくは経営会議を原則として月１回開催することで、子会社においても適時適切な職務
執行が行える体制を確保する。

・子会社の経営・財務等に関する重要な事項については当社報告事項とするとともに、重要
な意思決定については当社承認事項とする。
・子会社に関しても当社管理本部を中心に業務プロセスの見直し、情報システムの整備、社
員教育の徹底を実施する。
・当社の内部監査人が、子会社に対して業務監査を実施し、必要があれば、法令及び定款に
適合するように改善指導等を行う。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す
る事項及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項
・監査役が職務遂行について補助すべき使用人を求めた場合、必要な人員を配置する。
・監査役の補助をすべき使用人について、取締役からの独立性確保のため、その任命、異動
等に係る事項は、監査役の事前同意を得るものとする。
・当該使用人が監査役の職務を補助すべき期間中の指揮権は、監査役に委託されたものと
し、取締役の指示命令は受けないものとする。
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⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他監査役への報告に関する体制
・取締役は、監査役が取締役会その他重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握する
ため、重要な会議に出席できる環境を整備する。
・取締役及び使用人は、会社に重大な損失を与える事項が発生し、または発生する恐れがあ
るときは直ちに監査役に報告する。
・取締役は、監査役に対して、適時適切に経営管理状況を報告する。
・監査役への報告を行った者が、当該報告を理由に不利益な取扱いを受けないことを明確に
するとともに、その旨を取締役及び使用人に周知する。
・監査役は、監査役への報告を行った者に対しての人事考課等に関して、取締役にその理由
の説明を求めることができる。

⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・取締役は、監査役が会計監査人及び内部監査人と面談できる環境、随時意見交換及び監査
状況を確認できる体制・環境を構築する。
・監査役は、事業や業績、管理体制等企業運営に関する事項について、取締役及び従業員と
情報交換を行い、又、監査役の判断において必要とされる事項に応じていつでも直接報告
を求めることができる。
・監査役が職務の執行について生ずる費用について、予算計上を求めた場合には、それに応
じた予算を計上する。また、当初設定の監査計画以外にも緊急または追加で監査等の職務
を執行する必要性が生じた場合は当該職務の執行について生ずる費用について、速やかに
支払等の処理を行う。

⑨ 財務報告の信頼性を確保するための体制
・財務報告の信頼性を確保するため、代表取締役指示のもと、金融商品取引法に基づく内部
統制を有効に機能させるべく、全社的な統制活動及び各業務プロセスの統制活動を強化
し、その運用体制を構築する。
・経理に関する社内規程を整備するとともに、最高財務責任者（CFO）を設置し、財務報
告の適正性を確保するための体制の充実を図る。

・最高財務責任者は、当社グループの財務報告に係る内部統制システムを主管し、重要な勘
定科目と財務報告に係る内部統制上重点的な対応が必要となる業務を監査法人と協議の上
決定する。また、当該業務におけるリスク評価プロセスの設計及び運用を統括する。

⑩ 反社会的勢力との取引排除に向けた基本的な考え方及びその取組状況
・反社会的勢力の排除を実践するため、反社会的勢力排除規程を制定し、その中でいかなる
要求に対しても組織として毅然とした態度で対応することを徹底し、反社会的勢力に対
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し、金銭その他の経済的利益を提供しない。
・上記の実現に向け、コンプライアンス教育などの機会を設け、定期的にその内容の周知徹
底を図る。
・警察、顧問弁護士及び特暴連等の外部の専門機関からの情報収集を行い、社内で情報を
共有し、更に、外部調査機関における情報収集により、新規取引先の事前チェックを行う
と共に、取引先とは反社会的勢力であることが判明した場合には契約解除する旨の条項を
入れた覚書を別途交わす。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社は、監査役制度を採用しており、取締役会、監査役会の各機関を設置しております。

取締役会は社外取締役２名を含む５名の取締役で構成されており、監査役会は１名の常勤監
査役と２名の非常勤監査役で構成されております。なお、監査役全員は社外監査役でありま
す。
毎月開催される取締役会において、各業務を管掌する取締役から業務の執行状況が報告さ

れており、社外取締役が独立した立場から当社の経営への監督、関与ができる状況を構築す
るとともに、監査役が独立した立場から当社の経営に関する監視ができる体制を整備してお
ります。
常勤監査役は、当社取締役会のほか社内の重要会議への出席、社内文書の査閲、業務執行

状況に関する取締役や従業員への聴取等を通じ、業務執行の状況やコンプライアンスに関す
る問題点を日常業務レベルで監視する体制を整備しており、経営監視機能の強化及び向上を
図っております。
また、監査役及び会計監査人と連携を図りながら内部監査人による内部監査を実施すると

ともに、使用人へ対するコンプライアンス研修を実施し、職務執行の適正性並びに各種法令
への適合性を確保しております。

（3）株式会社の支配に関する基本方針
当社は、現時点におきましては、当該「基本方針」及び「買収防衛策」につきまして、特

に定めておりません。しかしながら、今後の社会的な動向等を注視し、慎重に検討を行って
まいります。
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連 結 注 記 表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
（1）連結の範囲に関する事項
連結子会社の数 ４社
連結子会社の名称
株式会社ＭＥモバイル
株式会社ＭＥトレーディング
株式会社ＵＭＭ
MARKETENTERPRISE VIETNAM CO.,LTD.

（2）会計方針に関する事項
① 資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準及び評価方法

商 品………個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定）を採用しております。

貯 蔵 品………最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法
により算定）を採用しております。

有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等………移動平均法による原価法

② 固定資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

………定率法によっております。
ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した
建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 8～50年
構築物 10～30年
工具、器具及び備品 ３～20年

無 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

………定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
自社利用のソフトウェア ５年

リ ー ス 資 産………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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③ 引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を算定しております。

④ のれんの償却方法及び償却期間
５年間の定額法により償却しております。

⑤ 収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）及び

「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日）を適用してお
り、主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりであります。

a.ネット型リユース事業
主にインターネット上で一般顧客にリユース商品等の販売を行っております。リユース商品等の販売につ

いては、顧客に商品を供給することを履行義務としており、出荷時から当該商品の支配が移転されるまでの
期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

b.メディア事業
主にインターネット上で各種メディアサイトの運営を行っており、当社メディアサイトを訪問したユーザ

ーを広告主である顧客のサービスサイトに送客しております。
広告主とユーザーとの間でサービスの契約が締結されることで当社の広告主への履行義務が充足され、同

時に収益を認識しております。

c.モバイル通信事業
主にインターネット上でモバイル端末の販売、通信サービスの提供を行っております。
モバイル端末の販売については、顧客に商品を供給することを履行義務としており、出荷時から当該商品

の支配が移転されるまでの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。
通信サービスの提供については、各種通信回線の利用を可能な状態にしておくサービスであることから、

サービスの提供期間に応じて収益を認識しております。
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２．会計方針の変更に関する注記
(収益認識に関する会計基準等の適用)
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下、「収益認識会計基準」と

いう。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、
当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従

っておりますが、当連結会計年度の期首の利益剰余金に与える影響はありません。
また、収益認識会計基準等の適用による損益に与える影響はありません。

(時価の算定に関する会計基準等の適用)
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」

という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関
する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、
時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとし、「金融商品に関する注
記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行うこととしております。な
お、この適用による連結計算書類への影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
（1）のれんの減損の兆候に関する判断
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
のれん 171,685千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
のれんは過去の企業結合による事業等の取得の結果として発生しており、仮に取得した事業が想定どおり

の収益性をもたらさず事業価値の著しい減価がある場合には、減損損失が計上される可能性があります。
当連結会計年度において、当該事業の取得当初の事業計画と当期実績値とに著しい乖離が無く、取得当初

の事業計画の将来部分についても修正が必要でないことを確認し、減損の兆候はないと判断しております。
取得当初の事業計画は経済環境、市場における競合状況等を織込んだ収益計画など不確実性が内在してお

り、将来の経済状況の著しい変動等により、業績が大幅に悪化した場合、翌連結会計年度の連結計算書類に
おけるのれんの金額に重要な影響を与える可能性があります。
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（2）繰延税金資産の回収可能性
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
繰延税金資産 68,518千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
繰延税金資産を計上するにあたり、その回収可能性について、将来減算一時差異の解消スケジュール、将

来課税所得の見積り等に基づき判断しております。将来の合理的な見積可能期間内の事業計画を基礎として
算定した一時差異等加減算前課税所得の見積額に基づいて、当該見積可能期間のスケジューリング可能な一
時差異に係る繰延税金資産について回収可能性があるものと判断しております。
なお、当該事業計画には、将来の需要動向や売上予測等の見積りが含まれており、これらの見積りには、

今後の施策によりネット型リユース事業における買取数量が拡大する等の仮定に基づく収益の見込みが含ま
れております。
課税所得の見積りは、将来の不確実な経済状況の変動によって影響を受ける可能性があり、実際に発生し

た金額が将来課税所得の見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類における繰延税金資産の金
額に重要な影響を与える可能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記
（1） 有形固定資産の減価償却累計額

207,250千円

（2） 「流動負債」のその他のうち、契約負債の金額は、「８．収益認識に関する注記（3）当連結会計年度及び
翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報」に記載しております。

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1） 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 5,304,800株

（2） 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的となる株式の
種類及び数
普通株式 271,000株
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６．金融商品に関する注記
（1） 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
当社グループは、仕入拠点の拡大による設備投資や運転資金について、必要な資金を銀行借入により調達
しております。デリバティブ取引は行っておりません。

②金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。敷金及び保証金は、主に仕入拠点等

の賃貸借契約によるものであり、賃貸主の信用リスクに晒されております。
営業債務である買掛金、未払金及び未払費用の全ては、１年以内に支払期日が到来するものであります。

借入金及びファイナンス・リース取引にかかるリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的とし
たものであり、金利の変動リスクに晒されております。

③金融商品に係るリスク管理体制
営業債権については、管理本部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及

び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。敷金
及び保証金については、差し入れ先の信用状況を定期的に把握することを通じて、リスクの軽減を図ってお
ります。
各部署からの報告に基づき適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性資金を維持すること

により、流動性リスクを管理しております。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。
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（2） 金融商品の時価等に関する事項
2022年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

（1）敷金及び保証金 302,074 299,222 △2,851
資産計 302,074 299,222 △2,851

（1）長期借入金（注３） 395,128 394,688 △439
（2）リース債務（注３） 29,750 29,672 △78

負債計 424,878 424,361 △517
（注１） 「現金及び預金」「売掛金」「買掛金」「未払金」「未払費用」「未払法人税等」については、現金である

こと、及び短期間で決済されるため時価は帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略して
おります。

（注２） 市場価格のない株式等の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。
区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 16,391
（注３） １年内返済予定の長期借入金及びリース債務を含めて表示しております。

（3） 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに
分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
該当事項はありません。

― 12 ―

2022年08月31日 18時22分 $FOLDER; 13ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価(千円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 － 299,222 － 299,222

資産計 － 299,222 － 299,222

（1）長期借入金
（1年内返済予定を含む）

－ 394,688 － 394,688

（2）リース債務
（1年内返済予定を含む）

－ 29,672 － 29,672

負債計 － 424,361 － 424,361
(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
資 産
敷金及び保証金
時価については、将来返還されない保証金を控除した金額を国債の利回りの利率で割り引いた現在価値
により算定しており、レベル2の時価に分類しております。

負 債
長期借入金（1年内返済予定を含む）、リース債務（1年内返済予定を含む）
これらの時価については、一定の期間に区分した債務ごとに、債務額を返済期日までの期間及び信用リ
スクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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７．企業結合に関する注記
取得による企業結合
当社は、2022年４月１日に締結した事業譲渡契約に基づき、2022年４月15日付で株式会社ファーマリ

ーが展開する中古農機具の買取・販売に関する事業を譲り受けました。

（1）企業結合の概要
①相手企業の名称及び取得した事業の内容
相手先企業の名称 株式会社ファーマリー
事業の内容 中古農機具の買取・販売事業

②企業結合を行った主な理由
当社グループは、多様化する消費行動や賢い消費を求める消費者に対して、最適な選択肢を提供する「最

適化商社」の実現に向け、ネット型リユース事業（インターネットに特化したリユース品の買取及び販売）、
メディア事業、モバイル通信事業の３つの事業を展開しております。
ネット型リユース事業では「リユース」の既成概念に捉われず、顧客のニーズに応えるべく様々な商品の
買取・販売を行っております。近年では、農機具に関する買取のご相談が増加したことから、2017年より
中古農機具の取扱いを開始し、海外への販売チャネル拡大を目的とした越境EC機能を担うグループ会社の設
立や、農機具に特化したインターネットマーケットプレイスの立ち上げ等を行ってまいりました。また、当
期（2021年10月）には、更なる取扱量の拡大を見据えて新規拠点を開設し、順調に事業拡大を続けており
ます。
この程譲り受けた株式会社ファーマリーが展開する中古農機具の買取・販売事業は、2018年の事業開始
以降、積極的な事業展開によってその規模は拡大基調にあります。その特徴として、買取及び販売における
国内法人との豊富な取引チャネルが挙げられ、特に買取の側面においては農機具ディーラーや日本各地のJA
（農業協同組合）との取引に強みを有しております。
一方、これまでの当社グループにおける農機具事業は、個人や国内外の一部の代理店が主な取引先としたも
のでありました。そのため、この事業譲受によって国内法人を対象とした買取・販売チャネルの大幅な拡大
が見込まれ、更なる取扱量の増加につながるものと考えております。
以上のことから、この事業譲受は今後における農機具事業の展開を加速させ、当社のさらなる競争力強化
に資するものと判断し、事業譲渡契約の締結に至りました。

③企業結合日
2022年４月15日
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④企業結合の法的形式
現金を対価とする事業譲受

⑤結合後企業の名称
株式会社マーケットエンタープライズ

⑥取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金の対価として事業を譲り受けたことによるものであります。

（2）連結計算書類に含まれている取得した事業の業績の期間
2022年４月15日から2022年６月30日まで

（3）取得した事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 125,299千円

取得原価 125,299千円

（4）主要な取得関連費用の内容及び金額
該当事項はありません。

（5）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
①発生したのれんの金額
30,761千円

②発生原因
今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力であります。

③償却方法及び償却期間
５年間の定額法による償却
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（6）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 94,538千円
資産合計 94,538千円

（7）企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼ
す影響の概算金額及びその算定方法
当連結会計年度における概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。

８．収益認識に関する注記
（1） 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)
報告セグメント

ネット型
リユース
事業

メディア
事業

モバイル
通信事業 計

総合リユース 5,266,251 － － 5,266,251
マシナリー(農機具・建機) 1,365,129 － － 1,365,129
成果報酬型広告収入 － 493,960 － 493,960
通信サービス手数料収入 － － 4,861,418 4,861,418
顧客との契約から生じる収益 6,631,381 493,960 4,861,418 11,986,761
その他の収益 － － － －
外部顧客への売上高 6,631,381 493,960 4,861,418 11,986,761

（2） 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記 (2)会計方針に関する事項 ⑤ 収益

及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。なお、当社グループの取引に関する支払条件は、通常短期
のうちに支払期日が到来し、契約に重要な金融要素は含まれておりません。
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（3） 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
契約負債の残高等

(単位：千円)
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 581,128

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 971,026

契約負債（期首残高） 15,216

契約負債（期末残高） 34,443

契約負債は、顧客から履行義務を充足する前に受け取った前受金であり、連結貸借対照表上、流動負債のその
他に含まれております。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、15,216千円であ
ります。
なお、残存履行義務に配分した取引価格については、当社グループにおいて、当初に予想される契約期間が１
年を超える重要な取引を認識していないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。

９．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 197円95銭
１株当たり当期純損失 76円29銭

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

11．その他注記
記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

― 17 ―

2022年08月31日 18時22分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1） 資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準及び評価方法
商 品………個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）を採用しております。
貯 蔵 品………最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）を採用しております。
有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式………移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない
株式等 ………移動平均法による原価法

（2） 固定資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

………定率法によっております。
ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した
建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 8～50年
構築物 10～30年
工具、器具及び備品 ３～20年

無 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

………定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
自社利用のソフトウェア ５年

リ ー ス 資 産………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

長 期 前 払 費 用………定額法を採用しております。
（3） 引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を算定しております。

（4） のれんの償却方法及び償却期間
５年間の定額法により償却しております。
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（5） 収益及び費用の計上基準
当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）及び「収益認識に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日）を適用しており、主要な事業
における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりであります。

a.ネット型リユース事業
主にインターネット上で一般顧客にリユース商品等の販売を行っております。リユース商品等の販売につ

いては、顧客に商品を供給することを履行義務としており、出荷時から当該商品の支配が移転されるまでの
期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

b.メディア事業
主にインターネット上で各種メディアサイトの運営を行っており、当社メディアサイトを訪問したユーザ

ーを広告主である顧客のサービスサイトに送客しております。広告主とユーザーとの間でサービスの契約が
締結されることで当社の広告主への履行義務が充足され、同時に収益を認識しております。

２．会計方針の変更に関する注記
(収益認識に関する会計基準等の適用)
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と

いう。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該
財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従

っておりますが、当事業年度の期首の利益剰余金に与える影響はありません。
また、収益認識会計基準等の適用による損益に与える影響はありません。
収益認識会計基準等の適用により、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」に表示していた「前

受金」は、当事業年度より「契約負債」に含めて表示しております。

(時価の算定に関する会計基準等の適用)
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」

という。）等を当事業年度の期首から適用しております。時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する
会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価
算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、この適用
による計算書類への影響はありません。
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３．会計上の見積りに関する注記
（1）のれんの減損の兆候に関する判断
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

のれん 158,465千円
② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結注記表に記載しているため、記載を省略しております。

（2）繰延税金資産の回収可能性
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産 64,723千円
② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結注記表に記載しているため、記載を省略しております。

４．貸借対照表に関する注記
（1） 有形固定資産の減価償却累計額

178,152千円

（2） 関係会社に対する債権・債務
短期金銭債権 186,282千円

長期金銭債権 10,175千円

短期金銭債務 22,838千円
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５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高 104,766千円
その他の営業
費用 273,508千円
営業取引以外の取引による取引高 92,335千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末の自己株式の数

普通株式 349株

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払事業税 1,964千円
未払事業所税 2,258千円
棚卸資産評価損 7,387千円
投資有価証券評価損 22,705千円
未払賞与 17,983千円
繰越欠損金 148,947千円
その他 5,322千円
繰延税金資産小計 206,571千円
評価性引当額 △141,847千円
繰延税金資産合計 64,723千円

８．企業結合に関する注記
「連結注記表 ７．企業結合に関する注記」に記載しているため、注記を省略しております。
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９．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関係会社等

種 類 会社等
の名称

議決権等の
所有(被所有)
割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

子会社 ㈱MEモバイル 所有
直接65％

役員の兼任
サービスの提供
管理業務引受

管理業務の受託(注)２ 36,000 未収入金 3,300

広告運用代行(注)２ 37,704 未収入金 4,576

カスタマーサポート業務の
受託(注)２ 12,000 未収入金 1,100

子会社 ㈱MEトレーディ
ング

所有
直接100％

役員の兼任
資金の貸付
輸出業務委託

貸付金回収(注)１ 237,993 長期貸付金 ―

有形固定資産の譲受(注)３ 202,635 未払金 ―

輸出業務委託(注)２ 171,309

未収入金 108,056

未払金 15,001

（注）１．資金の貸付については市場金利を勘案して決定しております。
２．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。
３．㈱MEトレーディングからの有形固定資産の譲受については、同社保有の有形固定資産を帳簿価額と同額で譲り受けており

ます。

10．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は連結注記表に記載すべき事項と同一であるた

め、記載を省略しております。

11．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 131円47銭
１株当たり当期純損失 84円04銭

12．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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13．その他注記
記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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